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表 1 戦後の都道府県転入超過数（1954～2014 年） 
都道府県 54～75 年 76～94 年 95～14 年 合計 
北海道 -555,389 -246,885 -192,035 -994,309 
青森県 -251,690 -142,356 -100,882 -494,928 
岩手県 -332,135 -105,832 -72,094 -510,061 
宮城県 -167,551 76,052 -8,997 -100,496 
秋田県 -367,024 -100,982 -76,830 -544,836 
山形県 -339,310 -65,996 -62,941 -468,247 
福島県 -529,469 -71,284 -135,888 -736,641 
茨城県 -148,520 284,531 -36,580 99,431 
栃木県 -182,842 52,504 -7,976 -138,314 
群馬県 -196,100 33,351 -21,868 -184,617 
埼玉県 1,616,334 1,015,623 197,166 2,829,123 
千葉県 1,156,558 912,009 182,037 2,250,604 
東京都 1,192,375 -1,112,168 1,089,175 1,169,382 
神奈川県 1,993,856 734,707 352,086 3,080,649 
新潟県 -552,552 -117,600 -83,801 -753,953 
富山県 -144,073 -28,045 -22,376 -194,494 
石川県 -83,000 -15,415 -25,671 -124,086 
福井県 -115,902 -26,476 -31,481 -173,859 
山梨県 -171,266 14,002 -23,041 -180,305 
長野県 -342,708 -3,150 -34,680 -380,538 
岐阜県 -101,354 18,947 -66,279 -148,686 
静岡県 -876 -17,600 -57,387 -75,863 
愛知県 933,402 -36,471 149,060 1,045,991 
三重県 -148,155 57,807 -13,441 -103,789 
滋賀県 -20,043 137,821 59,355 177,133 
京都府 52,201 -60,204 -48,126 -56,129 
大阪府 1,759,382 -645,244 -208,667 905,471 
兵庫県 384,129 -17,634 -33,751 332,744 
奈良県 103,007 223,983 -43,044 283,946 
和歌山県 -104,182 -43,659 -51,413 -199,254 
鳥取県 -112,127 -13,300 -20,225 -145,652 
島根県 -244,684 -36,975 -31,377 -313,036 
岡山県 -141,260 -31,564 -21,156 -193,980 
広島県 54,028 -66,401 -69,522 -81,895 
山口県 -278,226 -83,625 -62,853 -424,704 
徳島県 -210,777 -29,130 -26,813 -266,720 
香川県 -110,469 -4,185 -15,670 -130,324 
愛媛県 -330,876 -70,544 -56,071 -457,491 
高知県 -164,282 -25,552 -29,354 -219,188 
福岡県 -329,268 84,711 90,021 -154,536 
佐賀県 -315,102 -43,129 -33,993 -392,224 
長崎県 -530,559 -165,216 -122,593 -818,368 
熊本県 -452,967 -26,483 -42,265 -521,715 
大分県 -275,164 -45,939 -33,234 -354,337 
宮崎県 -260,402 -33,380 -50,341 -344,123 
鹿児島県 -653,886 -69,138 -58,439 -781,463 
沖縄県 18,918 -44,486 14,255 -11,313 
東京圏 5,959,123 1,550,171 1,820,464 9,329,758 
名古屋圏 683,893 40,283 69,340 793,516 
大阪圏 2,174,494 -404,937 -325,646 1,443,911 
三大都市圏計 
計 











1954年から 2014年までの 60年間における地方圏から都市圏への人口流は大きく 3つの
時期に分けることができる。Ⅰ期：都市圏への転入超過数が急激に増加する 1955～1961
年と超過数が下降に転じる 1962～1975年，Ⅱ期：都市圏の中で東京圏のみの転入超過数が
上昇していく 1976～1986 年と超過数が下降していく 1987～1994年，Ⅲ期：三度，東京圏










名古屋圏，大阪圏においても転入超過数が 1961 年まで上昇基調にあり，1962 年以降下
降していくというのは同様の傾向である。しかし，大阪圏は 1974 年に，名古屋圏は 1975
年に転入超過から転出超過へと転じることとなった。図 1 の通り，大阪圏はその後一貫し
て 1～3 万人程度の転出超過で横ばいとなっている。名古屋圏は 1975～1984 年は数千人程
度の転出超過が続いたが，その後，時折，転出超過に陥るものの，平均的には数千から 1
万数千人程度の転入超過で横ばいとなっている。Ⅰ期において，東京圏は 596 万人，名古






















的なものであった。Ⅱ期において，東京圏は 155 万人，名古屋圏は 4 万人の人口を集め，




圏への人口流入とその後の下降局面という 2 つの山型を経て，Ⅲ期（1995 年～現在）は三
度，都市圏への人口移動が盛んになる傾向が見受けられる。1994年，戦後初めて東京圏の
社会増減がマイナスを記録し，地方圏に属する 21 の県で社会増を示した。しかし，その傾
向は 1996 年までしか続かず，1996 年以降，東京圏は再び転入超過に転じ，その後徐々に
上昇傾向を強めている。東京圏近郊（茨城，栃木，群馬），名古屋圏近郊（山梨，長野），
地方中枢県（宮城）でのわずかな社会増も 1999 年，2000 年には解消した。 











中心部だけ見ると，社会増となっている。東京圏中心部は 1987年から 1996 年まで転出超
過の状態であったが，1997 年以降，高水準の転入超過数が続いている。 
                                                   
2 本章では，政令指定都市を札幌市，仙台市，東京特別区部，横浜市，川崎市，名古屋市，京都市，大阪
市，神戸市，広島市，北九州市，福岡市の 12 市とした。政令指定都市は 2000 年代に入って追加されてき
ているが，従来からの大都市を抽出するという観点で，この 12 市とした。 
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表 2 政令指定都市の年代別転入超過数 
 
1980～89 年 1990～99 年 2000～09 年 2010～14 年 合計 
札幌市 174,758 110,238 20,045 43,047 391,540 
仙台市 n.a. 39,566 63,497 23,909 72,251 
東京特別区 -501,476 -284,815 -1,069 245,123 25,911 
横浜市 238,500 77,138 567,079 19,403 488,381 
川崎市 45,951 4,492 153,340 25,376 157,598 
名古屋市 -65,943 -83,326 81,779 15,092 -103,100 
京都市 -42,980 -46,053 31,077 4,229 -105,603 
大阪市 -151,135 -114,786 -20,799 37,593 -181,455 
神戸市 49,819 7,652 46,873 5,946 101,686 
広島市 43,852 1,721 38,269 5,237 55,325 
北九州市 -78,668 -36,071 4,515 -5,123 -145,758 
福岡市 75,608 37,969 -25,896 40,489 221,670 
東京圏中心 -217,025 -203,185 67,604 289,902 671,890 
名古屋市 -65,943 -83,326 802,198 15,092 -103,100 
大阪圏中心 -144,296 -153,187 31,077 47,768 -185,372 
他政令市 225,395 153,423 64,343 107,559 595,028 




















年代を 10 年ごとに分けて，政令市の転入超過数を示したが，1990 年代，三大都市圏は全
て中心部でマイナスを記録していたが，2000年代は全てプラスを示している。しかも，2010
～14 年の 5 年間は，半分の期間で 2000 年代を大きく上回る社会増を示している。政令市
合計で，2000年代の 10 年間は 11万人の人口を集めたが，2010年代前半の 5年間は 46 万






























成が行われた。表 3 には編成された 12の産業分野しか示していないが，各分野は日本標準
産業分類の 56の小分類，細分類から構成されている。 
表 4 は吉本（2009）による 2006 年のクリエイティブ産業従業者数に，2012 年の数値を
加えて示したものである。2001年から 2006 年にかけて，全産業従業者が 71.4 万人の減少
を見せる中で，クリエイティブ産業は 5.8 万人増加した。ところが，2006 年から 2012 年















表 3 クリエイティブ産業の各種定義 
イギリス文化・メディ
ア・スポーツ省（1998） 
①広告 ②建築 ③芸術・骨董品 ④工芸 ⑤デザイン ⑥デザイナーファッション 
⑦映画・ビデオ ⑧娯楽ソフト ⑨音楽 ⑩舞台芸術 ⑪出版 
⑫ソフトウェア・コンピュータサービス ⑬テレビ・ラジオ 
吉本光宏（2009） ①広告 ②建築設計 ③工芸，美術・骨董品，生活文化 ④デザイン 
⑤映画・映像・写真 ⑥音楽 ⑦舞台芸術 ⑧芸術家，学術・文化団体 ⑨出版 
⑩コンピュータ・ソフトウェア ⑪テレビ・ラジオ 
東京都（2009） ①アニメ ②映画・ビデオ・写真 ③テレビ・ラジオ ④音楽 ⑤ゲーム 
⑥ソフトウェア ⑦出版 ⑧広告 ⑨デザイン ⑩ファッション 
⑪工芸 ⑫舞台芸術 ⑬芸術・アンティーク ⑭ソフトウェア ⑮建築 
野村総合研究所（2012） ①ファッション（繊維・素材，アパレル，美容・コスメ） ②食（外食，農水産物，加工
食品，食器・調理器具） ③コンテンツ（映画・映像・放送・アニメ，音楽，出版・マン
ガ，ゲーム，ソフトウェア） ④地域産品（伝統工芸品） ⑤住まい（建築，インテリア） 












表 4 クリエイティブ産業推計の事例（従業者数） 
 
2006 年 2012 年 2001-06年増減 2006-12 年増減 
全産業 54,184,428 55,837,252 －713,675 1,652,824 
クリエイティブ産業 2,191,056 2,106,417 57,603 －84,639 
① 広告 156,231 150,875 －5,332 －5,356 
② 建築設計 244,992 200,608 －51,608 －44,384 
③ 工芸，美術・骨董品，生活文化 1,912 169,130 108 －22,077 
④ デザイン 47,159 41,254 281 －5,905 
⑤ 映画・映像・写真 244,419 244,878 －24,765 459 
⑥ 音楽 155,789 131,282 －15,032 －24,507 
⑦ 舞台芸術 44,090 40,737 219 －3,353 
⑧ 芸術家・学術文化団体 10,887 8,906 97 －1,981 
⑨ 出版 164,781 121,814 －6,866 －42,967 
⑩ コンピュータ・ソフトウェア 850,714 929,296 153,407 78,582 
⑪ テレビ・ラジオ 64,909 67,637 －2,285 2,728 




































表 6 に示したとおり，大分類「管理的職業」，「専門的・技術的職業」に属する 36 の職業小
分類を 11の職業分野に編成し，これらを日本のクリエイティブ職業と定義する5。 








表 5 地域別従業者数の推移 
 
実数（人） 対全国構成比 
2000 年 2005 年 2010 年 2000 年 2005 年 2010 年 
全国 63,032,271 61,530,202 59,607,700 100.0% 100.0% 100.0% 
東京圏 16,927,092 16,691,698 16,534,140 26.9% 27.1% 27.7% 
名古屋圏 5,714,539 5,693,526 5,601,230 9.1% 9.3% 9.4% 
大阪圏 9,837,331 9,557,338 9,243,380 15.6% 15.5% 15.5% 
三大都市圏 32,478,962 31,942,562 31,378,750 51.5% 51.9% 52.6% 
東京圏中心 6,616,903 6,441,559 6,445,710 10.5% 10.5% 10.8% 
名古屋市 1,110,524 1,088,325 1,086,680 1.8% 1.8% 1.8% 
大阪圏中心 2,603,635 2,515,547 2,484,390 4.1% 4.1% 4.2% 
他政令市 3,004,538 2,955,898 2,965,610 4.8% 4.8% 5.0% 
政令市計 13,335,600 13,001,329 12,982,390 21.2% 21.1% 21.8% 
（出所）国勢調査（平成 12 年、17 年、22 年）より筆者作成 
 
 
表 6 日本標準職業分類に基づくクリエイティブ職業の分類 
①作家・編集者 53 著述家 54 記者・編集者 
②美術家・写真家 55 彫刻家・画家・工芸美術家 57 写真家・映像撮影者 
③デザイナー 56 デザイナー 
④音楽家・俳優 58 音楽家 59 舞踊家・俳優・演出家・演芸家 
⑤個人教師 
61 個人教師（音楽） 62 個人教師（舞踊・俳優・演出・演芸） 63 個人教師（スポーツ）
64 個人教師（学習指導） 65個人教師（他に分類されないもの） 
⑥カウンセラー 66 職業スポ－ツ従事者 68 他に分類されない専門的職業従事者 
⑦研究者 6 自然科学系研究者 7 人文・社会科学系等研究者 50 大学教員 
⑧技術者 
8 農林水産・食品技術者 9 電気・電子・電気通信技術者 10 機械技術者 11 輸送用機器技
術者 12 金属技術者 13 化学技術者 14 建築技術者 15 土木・測量技術者 19 その他の技
術者 
⑨コンピュータ技術者 
16 システムコンサルタント・設計者 17 ソフトウェア作成者 18 その他の情報処理・通信
技術者 
⑩法務専門職 38 裁判官・検察官・弁護士 39弁理士・司法書士 40 その他の法務従事者 
⑪経営専門職 















見たが，労働者についても近年の動向を見ておこう。表 5 は国勢調査の 2000 年，2005年，
2010 年データによる全職業従業者数の状況を示している。全国では，全従業者数は 2000
年から 2005 年にかけて 150万人減，2005 年から 2010 年にかけて 192 万人減と，減少し続
けている。三大都市圏別に見ると，どの都市圏も実数では減少しているが，全国における
構成比では東京圏は 2000 年 26.9％から 2010 年の 27.7％へと 0.8ポイント上昇している。




大阪圏でも中心部は 0.1 ポイント増となる。その他の政令市の合計は 0.2 ポイント増とな







指摘されたことは，クリエイティブ産業従業者の 59.5％が 12 政令指定都市，35.0％が東
京特別区に集中していることである。全産業に占めるクリエイティブ産業従業者の割合は




















2000 年 2005 年 2010 年 首都圏 他政令市 地方圏 
全職業 63,032,271 61,530,202 59,607,700 
 
10.8% 11.0% 78.2% 
クリエイティブ職業 4,251,043 3,899,692 3,884,960 100.0% 19.3% 11.7% 69.0% 
①作家・編集者 129,499 122,589 109,980 2.8% 35.8% 11.0% 53.2% 
②美術家・写真家 104,515 103,227 96,740 2.5% 21.4% 12.5% 66.1% 
③デザイナー 161,393 164,741 179,570 4.6% 29.8% 15.2% 55.1% 
④音楽家・俳優 80,740 84,020 73,800 1.9% 41.4% 11.3% 47.4% 
⑤個人教師 497,190 521,102 483,040 12.4% 12.5% 12.6% 75.0% 
⑥カウンセラー 249,076 252,558 269,130 6.9% 19.0% 12.3% 68.7% 
⑦研究者 329,765 320,122 291,820 7.5% 16.3% 16.3% 67.4% 
⑧技術者 1,746,398 1,320,628 1,250,920 32.2% 11.2% 9.9% 78.9% 
⑨コンピュータ技術者 777,487 819,984 902,760 23.2% 28.1% 10.9% 61.1% 
⑩法務専門職 55,947 58,020 76,300 2.0% 20.9% 14.1% 65.0% 
⑪経営専門職 119,033 132,701 150,900 3.9% 24.8% 13.0% 62.2% 
 
 前期（2000年～2005年） 後期（2005年～2010年） 
 
増減 首都圏 他政令市 地方圏 増減 首都圏 他政令市 地方圏 
全職業 -1,502,069 -175,344 -158,927 -1,167,798 -1,922,502 4,151 -23,090 -1,903,563 
クリエイティブ職業 -351,351 -21,250 -33,097 -297,004 -14,732 29,299 6,070 -50,101 
①作家・編集者 -6,910 -3,882 -65 -2,963 -12,609 -5,403 -604 -6,602 
②美術家・写真家 -1,288 -1,213 137 -212 -6,487 -2,377 -721 -3,389 
③デザイナー 3,348 1,217 1,175 956 14,829 2,353 719 11,757 
④音楽家・俳優 3,280 -1,959 329 4,910 -10,220 -3,252 -1,150 -5,818 
⑤個人教師 23,912 2,559 5,523 15,830 -38,062 -4,438 -7,958 -25,666 
⑥カウンセラー 3,482 1,300 340 1,842 16,572 5,039 3,388 8,145 
⑦研究者 -9,643 -1,960 874 -8,557 -28,302 -3,151 2,023 -27,174 
⑧技術者 -425,770 -40,460 -46,892 -338,418 -69,708 -2,900 -6,225 -60,583 
⑨コンピュータ技術者 42,497 16,771 3,889 21,837 82,776 32,663 11,759 38,354 
⑩法務専門職 2,073 1,890 -44 227 18,280 3,277 2,638 12,365 
⑪経営専門職 13,668 4,487 1,637 7,544 18,199 7,488 2,201 8,510 
（出所）国勢調査（平成 12 年、17 年、22 年）より筆者作成 
 























長（本章では職業別就業者数増減）を 4 つの要因に分解することができる。 
 拡張シフトシェア分析  ijijijijij ACMGE   







 成長効果   1*1*   titithijij EEEG  
 構成効果    1*1*   titithijtijij EEEEM  
 競合効果   tititijtijthijij EEEEEC *1*1    
 配分効果    tititijtijthijtijij EEEEEEA *1*1    
 
t
ijE   時点 t での地域 j における職業 iの従業者数 
 
t





iE *   時点 t での全国における職業 i の従業者数 
 ttit jthij EEEE ****    同構成尺度 


































表 8-1 クリエイティブ職業の拡張シフト・シェア分析（2000年代前期） 
2000～2005年 
実数（人） 寄与率（％） 
増減 成長効果 構成効果 競合効果 配分効果 成長効果 構成効果 競合効果 配分効果 
クリエイティブ職業 
首都圏 -21,250 -36,884 -24,392 24,093 15,933 173.6 114.8 -113.4 -75.0 
他政令市 -33,097 -37,451 -2,256 6,234 375 113.2 6.8 -18.8 -1.1 
地方圏 -297,004 -277,016 26,648 -51,599 4,964 93.3 -9.0 17.4 -1.7 
①作家・編集者 
首都圏 -3,882 -725 -1,873 -358 -925 18.7 48.2 9.2 23.8 
他政令市 -65 -737 55 666 -49 1,133.1 -84.1 -1,025.1 76.1 
地方圏 -2,963 -5,448 1,818 1,001 -334 183.9 -61.4 -33.8 11.3 
②美術家・写真家 
首都圏 -1,213 -135 -164 -414 -501 11.1 13.5 34.1 41.3 
他政令市 137 -137 -19 257 36 -100.2 -14.1 187.9 26.4 
地方圏 -212 -1,016 183 757 -136 479.0 -86.3 -357.0 64.3 
③デザイナー 
首都圏 1,217 351 683 62 120 28.9 56.2 5.1 9.9 
他政令市 1,175 357 168 442 208 30.4 14.3 37.6 17.7 
地方圏 956 2,640 -852 -1,228 396 276.1 -89.1 -128.5 41.5 
④音楽家・俳優 
首都圏 -1,959 344 1,108 -809 -2,602 -17.6 -56.5 41.3 132.8 
他政令市 329 350 21 -40 -2 106.3 6.5 -12.0 -0.7 
地方圏 4,910 2,586 -1,129 6,128 -2,675 52.7 -23.0 124.8 -54.5 
⑤個人教授 
首都圏 2,559 2,510 476 -359 -68 98.1 18.6 -14.0 -2.7 
他政令市 5,523 2,549 485 2,091 398 46.1 8.8 37.9 7.2 
地方圏 15,830 18,853 -962 -2,172 111 119.1 -6.1 -13.7 0.7 
⑥カウンセラー 
首都圏 1,300 366 260 394 280 28.1 20.0 30.3 21.6 
他政令市 340 371 38 -63 -7 109.2 11.3 -18.6 -1.9 
地方圏 1,842 2,745 -299 -678 74 149.0 -16.2 -36.8 4.0 
⑦研究者 
首都圏 -1,960 -1,012 -528 -276 -144 51.6 26.9 14.1 7.3 
他政令市 874 -1,028 -276 1,717 462 -117.6 -31.6 196.4 52.8 
地方圏 -8,557 -7,603 804 -1,967 208 88.8 -9.4 23.0 -2.4 
⑧技術者 
首都圏 -40,460 -44,696 5 4,231 0 110.5 0.0 -10.5 0.0 
他政令市 -46,892 -45,383 2,288 -3,998 202 96.8 -4.9 8.5 -0.4 
地方圏 -338,418 -335,691 -2,293 -431 -3 99.2 0.7 0.1 0.0 
⑨コンピュータ技術者 
首都圏 16,771 4,461 6,679 2,255 3,376 26.6 39.8 13.4 20.1 
他政令市 3,889 4,530 -9 -633 1 116.5 -0.2 -16.3 0.0 
地方圏 21,837 33,506 -6,670 -6,242 1,242 153.4 -30.5 -28.6 5.7 
⑩法務専門職 
首都圏 1,890 218 180 816 676 11.5 9.5 43.2 35.8 
他政令市 -44 221 83 -253 -95 -502.2 -188.0 575.0 215.2 
地方圏 227 1,634 -263 -1,364 220 720.0 -115.9 -600.8 96.7 
⑪経営専門職 
首都圏 4,487 1,435 1,482 772 798 32.0 33.0 17.2 17.8 
他政令市 1,637 1,457 360 -144 -36 89.0 22.0 -8.8 -2.2 
地方圏 7,544 10,776 -1,842 -1,677 287 142.8 -24.4 -22.2 3.8 





表 8-2 クリエイティブ職業の拡張シフト・シェア分析（2000年代後期） 
2005～2010年 
実数（人） 寄与率（％） 
増減 成長効果 構成効果 競合効果 配分効果 成長効果 構成効果 競合効果 配分効果 
クリエイティブ職業 
首都圏 29,299 -1,542 -1,178 18,152 13,867 -5.3 -4.0 62.0 47.3 
他政令市 6,070 -1,571 -119 7,212 548 -25.9 -2.0 118.8 9.0 
地方圏 -50,101 -11,619 1,297 -44,780 5,000 23.2 -2.6 89.4 -10.0 
①作家・編集者 
首都圏 -5,403 -1,320 -3,289 -227 -566 24.4 60.9 4.2 10.5 
他政令市 -604 -1,344 37 723 -20 222.6 -6.1 -119.8 3.3 
地方圏 -6,602 -9,945 3,253 134 -44 150.6 -49.3 -2.0 0.7 
②美術家・写真家 
首都圏 -2,377 -679 -769 -436 -493 28.6 32.3 18.3 20.8 
他政令市 -721 -692 -115 74 12 95.9 16.0 -10.2 -1.7 
地方圏 -3,389 -5,116 884 1,019 -176 151.0 -26.1 -30.1 5.2 
③デザイナー 
首都圏 2,353 1,552 3,048 -758 -1,489 66.0 129.5 -32.2 -63.3 
他政令市 719 1,581 804 -1,104 -561 219.9 111.8 -153.6 -78.1 
地方圏 11,757 11,696 -3,852 5,834 -1,921 99.5 -32.8 49.6 -16.3 
④音楽家・俳優 
首都圏 -3,252 -1,070 -3,039 223 634 32.9 93.5 -6.9 -19.5 
他政令市 -1,150 -1,090 -61 1 0 94.7 5.3 -0.1 0.0 
地方圏 -5,818 -8,061 3,100 -1,394 536 138.5 -53.3 24.0 -9.2 
⑤個人教授 
首都圏 -4,438 -3,985 -738 240 44 89.8 16.6 -5.4 -1.0 
他政令市 -7,958 -4,058 -953 -2,386 -561 51.0 12.0 30.0 7.0 
地方圏 -25,666 -30,020 1,691 2,821 -159 117.0 -6.6 -11.0 0.6 
⑥カウンセラー 
首都圏 5,039 1,735 1,288 1,157 859 34.4 25.6 23.0 17.0 
他政令市 3,388 1,767 178 1,311 132 52.1 5.3 38.7 3.9 
地方圏 8,145 13,070 -1,466 -3,896 437 160.5 -18.0 -47.8 5.4 
⑦研究者 
首都圏 -3,151 -2,963 -1,520 881 452 94.0 48.3 -27.9 -14.3 
他政令市 2,023 -3,017 -1,003 4,535 1,508 -149.1 -49.6 224.2 74.6 
地方圏 -27,174 -22,322 2,524 -8,316 940 82.1 -9.3 30.6 -3.5 
⑧技術者 
首都圏 -2,900 -7,298 -243 4,491 149 251.6 8.4 -154.9 -5.1 
他政令市 -6,225 -7,432 576 683 -53 119.4 -9.3 -11.0 0.9 
地方圏 -60,583 -54,979 -334 -5,239 -32 90.7 0.6 8.6 0.1 
⑨コンピュータ技術者 
首都圏 32,663 8,666 13,601 4,046 6,350 26.5 41.6 12.4 19.4 
他政令市 11,759 8,825 -83 3,045 -28 75.0 -0.7 25.9 -0.2 
地方圏 38,354 65,285 -13,519 -16,916 3,503 170.2 -35.2 -44.1 9.1 
⑩法務専門職 
首都圏 3,277 1,914 2,066 -338 -365 58.4 63.1 -10.3 -11.1 
他政令市 2,638 1,949 620 53 17 73.9 23.5 2.0 0.6 
地方圏 12,365 14,417 -2,686 779 -145 116.6 -21.7 6.3 -1.2 
⑪経営専門職 
首都圏 7,488 1,905 2,194 1,575 1,814 25.4 29.3 21.0 24.2 
他政令市 2,201 1,940 454 -157 -37 88.2 20.6 -7.1 -1.7 
地方圏 8,510 14,354 -2,648 -3,918 723 168.7 -31.1 -46.0 8.5 
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図1 韓国経済潜在成長率推移（単位：％）  図2 人材と地域成長の関係（単位：％）3 
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141 縫製衣服製造業 581 書籍・雑誌，その他の印刷物出版 
142 毛皮加工及び毛皮製品製造業 582 ソフトウェアの開発及び供給業 
162 木材製品製造業 591 映画・ビデオ・放送プログラム制作及び配給 
163 コルク及び組物製品製造業 592 オーディオ出版及びディスク録音業 
182 記録媒体コピー 601 ラジオ放送業 
211 基礎医薬物質及び生物学的製剤製造業 602 テレビ放送業 
212 医薬品製造業 6122 無線通信業 
213 医療用品及びその他医薬関連製品製造業 620 コンピュータプログラミング・システム統合，および管理業 
232 陶器及びその他の窯業製品の製造 631 データ処理・ホスティング・ポータル，その他情報サービス
業 261 半導体製造業 639 その他の情報サービス業 
263 コンピュータ及び周辺機器製造業 701 自然科学と工学研究開発業 
264 通信及び放送機器製造業 702 人文社会科学研究開発業 
265 映像·音響機器製造業 713 広告業 
266 磁気・光学関連製造業 714 市場調査及び世論調査業 
271 医療用機器製造業 721 建築技術・エンジニアリング及び技術サービス業 
272 測定・試験・航海・制御・その他精密機器製造業 732 専門デザインサービス業 
273 メガネ・写真機器・その他光学機器製造業 733 写真撮影及び処理業 
282 一次電池及び蓄電池製造業 739 その他の専門・科学及び技術サービス業 
289 その他の電気機器製造業 8562 芸術学院 
313 航空機・宇宙船及び部品製造業 901 創作及び芸術関連サービス業 
320 家具製造業 90211 図書館及び記録保存運営業 
331 貴金属及び長身用品製造業 90221 博物館運営業 
332 楽器製造業 





















図7 クリエイティブ製造業・サービス業の就業者   図8 クリエイティブ製造業・サービス業就業者の全国比 
               （単位：人）               （単位：％） 
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図15 人材マグネット潜在力の概念 
 































































雇用安定性 全就業者に対する常用労働者比率 0.20 
賃金水準 製造業常用労働者の平均賃金（月） 0.20 
労働時間 製造業常用労働者の平均労働時間（月） 0.20 
雇用率 15歳以上人口に対する就業者比率 0.20 






文化 人口当たり+面積当たりの図書館/博物館/美術館/文芸会館の数 0.20 
社会福祉 人口当たり+面積当たりの老人/児童/障害者/女性福祉/療養施設の数 0.20 
医療機関 人口当たり+面積当たりの医療機関病床の数 0.20 
犯罪 人口当たり犯罪発生件数 0.20 








消費 一人当たり民間消費支出額 0.20 
輸出 輸出増加率（2009～2013年平均） 0.20 
起業 全事業所に対する起業の割合（2009～2013年平均） 0.20 
青年 15～29歳の雇用率 0.20 













教員vs学生 教員一人当たり学生数 0.20 
修士博士在学生 人口当たり修士博士課程学生数 0.20 
私教育費 小中高生一人当たり平均費用 0.20 
私教育参加率 小中高生私教育参加率 0.20 









特許 人口当たり特許件数 0.25 
R&D人材 人口当たりR&D人材数 0.25 
R&D機関 人口当たりR&D機関数 0.25 




女性 女性経済活動参加率（開放性） 0.25 
外国人 人口当たり外国人比率（開放性） 0.25 
融・複合 全事業所に対するICT産業事業所比率（多様性） 0.25 













































































                      𝑦𝑖𝑗 =
𝑥𝑖𝑗−𝑀ax(𝑥𝑗)
𝑀𝑖𝑛(𝑥𝑗)−𝑀𝑎𝑥(𝑥𝑗)
                         （式2） 
 
2段階として，詳細変数の指数に重みを適用して地域別総合指数を算出する。 







                                                                           TMPI = ∑ 𝑞𝑗𝑦𝑖𝑗
𝑛






































Magnet factor Incubator factor 
Total 
TMPI 
仕事 アメニティ ダイナミズム 教育 イノベーション力 寛容性 
指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 
ソウル 0.75 1 0.90 1 0.85 1 0.70 1 0.54 3 0.63 1 4.37 1 
釜山 0.29 14 0.58 3 0.27 16 0.44 6 0.13 13 0.36 10 2.06 13 
大邱 0.25 15 0.50 8 0.53 8 0.53 4 0.16 11 0.31 13 2.27 9 
仁川 0.53 5 0.42 12 0.50 11 0.37 9 0.30 6 0.38 8 2.51 7 
光州 0.41 7 0.52 6 0.51 10 0.70 2 0.19 10 0.34 11 2.67 5 
大田 0.58 3 0.59 2 0.67 3 0.69 3 0.98 1 0.25 15 3.76 2 
蔚山 0.55 4 0.34 16 0.57 7 0.41 7 0.20 8 0.21 16 2.27 10 
京畿 0.64 2 0.38 15 0.81 2 0.49 5 0.62 2 0.62 2 3.56 3 
江原 0.24 16 0.50 7 0.37 14 0.37 10 0.07 14 0.34 12 1.88 15 
忠北 0.39 9 0.47 9 0.66 4 0.30 13 0.34 5 0.43 5 2.59 6 
忠南 0.52 6 0.45 10 0.65 5 0.26 15 0.39 4 0.46 4 2.72 4 
全北 0.33 13 0.54 5 0.41 13 0.28 14 0.15 12 0.39 7 2.09 12 
全南 0.40 8 0.55 4 0.42 12 0.16 16 0.02 15 0.26 14 1.81 16 
慶北 0.38 10 0.40 13 0.53 9 0.33 12 0.25 7 0.38 9 2.26 11 
慶南 0.35 11 0.40 14 0.28 15 0.34 11 0.19 9 0.43 6 1.99 14 
濟州 0.35 12 0.43 11 0.57 6 0.41 8 0.01 16 0.55 3 2.30 8 
（出所）分析結果に基づき作成 
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雇用安定性 賃金水準 勤労時間 雇用率 知識基盤産業 
指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 
ソウル 0.12 6 0.15 4 0.20 1 0.08 8 0.20 1 
釜山 0.08 9 0.05 14 0.09 7 0.00 16 0.06 10 
大邱 0.08 10 0.03 15 0.02 15 0.04 12 0.08 7 
仁川 0.10 8 0.12 6 0.03 13 0.09 6 0.18 3 
光州 0.12 3 0.09 11 0.07 10 0.04 11 0.08 6 
大田 0.12 4 0.14 5 0.15 2 0.06 10 0.11 4 
蔚山 0.20 1 0.20 1 0.08 8 0.03 13 0.04 13 
京畿 0.14 2 0.12 8 0.09 5 0.10 5 0.18 2 
江原 0.07 12 0.08 12 0.07 11 0.00 15 0.02 15 
忠北 0.08 11 0.10 10 0.03 14 0.11 4 0.08 8 
忠南 0.11 7 0.16 3 0.07 9 0.12 3 0.06 9 
全北 0.05 13 0.07 13 0.09 6 0.03 14 0.08 5 
全南 0.00 16 0.17 2 0.14 3 0.09 6 0.00 16 
慶北 0.05 14 0.12 9 0.03 12 0.13 2 0.04 11 
慶南 0.12 5 0.12 7 0.00 16 0.06 9 0.04 12 




 0.75  
 0.64  
 0.58  
 0.55  
 0.53  
 0.52  
 0.41  
 0.40  
 0.39  
 0.38  
 0.35  
 0.35  
 0.33  
 0.29  
 0.25  
 0.24  





























































文化 社会福祉 医療 犯罪 環境 
指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 
ソウル 0.19 2 0.20 1 0.16 3 0.16 10 0.20 1 
釜山 0.02 12 0.07 14 0.19 2 0.14 12 0.16 2 
大邱 0.01 15 0.12 6 0.11 7 0.13 14 0.12 6 
仁川 0.02 13 0.11 8 0.05 13 0.19 5 0.06 9 
光州 0.03 10 0.09 13 0.20 1 0.06 15 0.14 4 
大田 0.03 9 0.09 12 0.12 6 0.20 1 0.15 3 
蔚山 0.00 16 0.00 16 0.07 11 0.16 9 0.11 7 
京畿 0.01 14 0.10 9 0.04 15 0.19 4 0.05 13 
江原 0.08 3 0.16 3 0.05 14 0.14 13 0.07 8 
忠北 0.04 5 0.18 2 0.06 12 0.19 6 0.00 16 
忠南 0.04 6 0.12 7 0.07 10 0.19 3 0.03 15 
全北 0.04 7 0.12 5 0.13 4 0.20 2 0.05 12 
全南 0.06 4 0.14 4 0.13 5 0.17 7 0.05 11 
慶北 0.03 8 0.10 10 0.08 9 0.15 11 0.03 14 
慶南 0.02 11 0.04 15 0.11 8 0.17 8 0.06 10 
濟州 0.20 1 0.10 11 0.00 16 0.00 16 0.13 5 
（出所）分析結果に基づき作成 
 
 0.90  
 0.59  
 0.58  
 0.55  
 0.54  
 0.52  
 0.50  
 0.50  
 0.47  
 0.45  
 0.43  
 0.42  
 0.40  
 0.40  
 0.38  
 0.34  































































消費 輸出 起業 青年 景気 
指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 
ソウル 0.20 1 0.20 1 0.06 15 0.19 2 0.20 1 
釜山 0.08 6 0.05 15 0.00 16 0.10 9 0.04 15 
大邱 0.07 8 0.16 6 0.07 14 0.07 11 0.17 7 
仁川 0.04 11 0.13 10 0.11 8 0.14 6 0.08 12 
光州 0.09 3 0.17 4 0.10 10 0.08 10 0.07 14 
大田 0.09 4 0.11 11 0.13 4 0.14 7 0.19 4 
蔚山 0.10 2 0.09 12 0.12 7 0.06 12 0.20 1 
京畿 0.09 5 0.18 3 0.20 1 0.16 5 0.18 6 
江原 0.03 13 0.16 5 0.08 12 0.00 15 0.09 11 
忠北 0.03 12 0.14 8 0.13 6 0.17 3 0.19 5 
忠南 0.07 7 0.15 7 0.09 11 0.20 1 0.15 9 
全北 0.02 15 0.19 2 0.17 3 0.03 13 0.00 16 
全南 0.00 16 0.14 9 0.08 13 0.00 16 0.20 1 
慶北 0.02 14 0.06 14 0.11 9 0.16 4 0.17 8 
慶南 0.05 9 0.00 16 0.13 5 0.02 14 0.08 12 





 0.85  
 0.81  
 0.67  
 0.66  
 0.65  
 0.57  
 0.57  
 0.53  
 0.53  
 0.51  
 0.50  
 0.42  
 0.41  
 0.37  
 0.28  
 0.27  































































教員 vs学生 修士博士課程 私教育費 私教育参加率 国家技術資格証 
指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 
ソウル 0.14 6 0.14 3 0.20 1 0.20 1 0.02 13 
釜山 0.17 4 0.06 7 0.07 6 0.09 9 0.04 12 
大邱 0.16 5 0.05 11 0.09 4 0.15 4 0.08 8 
仁川 0.14 10 0.03 14 0.05 8 0.09 8 0.06 9 
光州 0.20 2 0.10 5 0.08 5 0.13 5 0.20 1 
大田 0.19 3 0.13 4 0.11 3 0.15 3 0.10 4 
蔚山 0.09 13 0.03 13 0.07 7 0.11 6 0.11 3 
京畿 0.20 1 0.00 16 0.11 2 0.18 2 0.00 15 
江原 0.05 15 0.20 1 0.00 15 0.03 13 0.08 7 
忠北 0.14 7 0.05 10 0.03 12 0.03 14 0.05 11 
忠南 0.14 9 0.05 9 0.02 14 0.03 12 0.01 14 
全北 0.07 14 0.07 6 0.02 13 0.01 15 0.12 2 
全南 0.00 16 0.05 8 0.00 16 0.00 16 0.10 6 
慶北 0.10 11 0.01 15 0.03 11 0.08 10 0.10 5 
慶南 0.09 12 0.04 12 0.05 9 0.11 7 0.05 10 
濟州 0.14 8 0.16 2 0.04 10 0.06 11 0.00 16 
（出所）分析結果に基づき作成 
 
 0.70  
 0.70  
 0.69  
 0.53  
 0.49  
 0.44  
 0.41  
 0.41  
 0.37  
 0.37  
 0.34  
 0.33  
 0.30  
 0.28  
 0.26  
 0.16  






























































特許 R&D 人材 R&D 機関 R&D 支出 
指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 
ソウル 0.14 2 0.12 3 0.23 3 0.06 4 
釜山 0.02 13 0.04 9 0.06 11 0.01 14 
大邱 0.03 11 0.02 14 0.11 8 0.01 12 
仁川 0.05 7 0.05 7 0.17 6 0.04 6 
光州 0.03 10 0.05 8 0.09 9 0.02 10 
大田 0.25 1 0.25 1 0.23 2 0.25 1 
蔚山 0.08 4 0.04 10 0.05 13 0.03 7 
京畿 0.11 3 0.12 2 0.25 1 0.14 2 
江原 0.01 14 0.03 13 0.02 14 0.00 15 
忠北 0.04 9 0.08 4 0.19 4 0.03 8 
忠南 0.07 6 0.08 5 0.17 5 0.08 3 
全北 0.04 8 0.04 11 0.06 12 0.02 11 
全南 0.00 15 0.00 16 0.01 15 0.01 13 
慶北 0.07 5 0.05 6 0.09 10 0.04 5 
慶南 0.02 12 0.03 12 0.11 7 0.03 9 




 0.98  
 0.62  
 0.54  
 0.39  
 0.34  
 0.30  
 0.25  
 0.20  
 0.19  
 0.19  
 0.16  
 0.15  
 0.13  
 0.07  
 0.02  
 0.01  





























































女性 外国人 融合・複合 産業多様性 
指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 指数 ランク 
ソウル 0.15 4 0.23 3 0.25 1 0.00 16 
釜山 0.08 15 0.02 13 0.02 11 0.24 3 
大邱 0.12 8 0.01 15 0.03 10 0.15 6 
仁川 0.15 5 0.13 7 0.10 4 0.00 15 
光州 0.10 9 0.03 12 0.06 6 0.16 4 
大田 0.09 12 0.01 14 0.10 3 0.04 11 
蔚山 0.00 16 0.16 5 0.01 13 0.04 13 
京畿 0.10 9 0.25 1 0.15 2 0.12 7 
江原 0.08 14 0.00 16 0.01 14 0.25 1 
忠北 0.13 7 0.13 8 0.06 5 0.12 9 
忠南 0.14 6 0.23 2 0.05 8 0.04 14 
全北 0.09 13 0.05 11 0.01 12 0.24 2 
全南 0.16 2 0.06 10 0.00 16 0.04 12 
慶北 0.16 3 0.11 9 0.05 7 0.06 10 
慶南 0.10 11 0.18 4 0.03 9 0.12 8 
濟州 0.25 1 0.14 6 0.01 15 0.15 5 
（出所）分析結果に基づき作成 
 
 0.63  
 0.62  
 0.55  
 0.46  
 0.43  
 0.43  
 0.39  
 0.38  
 0.38  
 0.36  
 0.34  
 0.34  
 0.31  
 0.26  
 0.25  
 0.21  








































教育 イノベーション力 寛容性 
ソウル 17.2 20.6 19.4 16.1 12.3 14.4 
釜山 13.8 28.1 13.3 21.1 6.2 17.5 
大邱 11.0 21.8 23.5 23.1 7.1 13.5 
仁川 21.0 16.8 20.0 14.9 12.2 15.2 
光州 15.3 19.3 19.2 26.3 7.1 12.9 
大田 15.4 15.8 17.8 18.4 26.0 6.5 
蔚山 24.1 14.9 25.1 18.1 8.8 9.1 
京畿 17.9 10.7 22.8 13.8 17.3 17.5 
江原 12.6 26.4 19.5 19.5 3.9 18.0 
忠北 14.9 18.3 25.4 11.6 13.1 16.7 
忠南 19.1 16.4 23.9 9.4 14.4 16.8 
全北 15.6 25.8 19.5 13.6 7.1 18.4 
全南 21.9 30.6 23.1 8.6 1.2 14.6 
慶北 16.7 17.7 23.3 14.4 11.2 16.6 
慶南 17.6 19.9 14.1 17.1 9.7 21.7 















































































































































































































































































































































いる。実際，1990 年代後半，台湾の VC 業界は，成長期にあった半導体・IT 等ハイテク産
業へ遊休資金を集中投下してそれを助け，そのことで VC 業界自身も急成長を遂げた。し
かし，2000 年代以降は，投資金額・案件数および VC ファンドの新設数も以前のような右
肩上がりではなくなった。近年は，投資金額・案件数の激減，資金調達の困難さ，海外資
金の流入の少なさ，初期ステージ企業への投資比率の低さといった諸問題が表面化してい
る。こうした 1 国（あるいは 1地域）の VC 業の発展を左右する要因，とりわけ政府の役
割について探究することが本研究の課題である。分析の結果，台湾の VC 業の発展は，当
初は政府主導であったが，政府介入は民間 VC 業の発展を促す間接的な方法が中心であっ






























“Global Entrepreneurship Monitor（GEM）”レポートの「総合起業活動指数」（total early-stage 
entrepreneurial activity：TEA。18-64 歳人口 100 人に対して，起業準備中の人と起業後 3年
未満の人が合計何人いるかを表す）では，2012 年の値で，台湾は 7.5％（日本と米国は各々，
4.0％と 12.8％）とイノベーション主導型経済 32 ヵ国中 8位（日本は最下位，米国は 1 位）
に位置しており，同レポート中のその他の指標でも高位置にある（VEC, 2013 参照）。 
これと関連し，台湾は，VC の活動でも国際的評価が高い。例えば，『2013-2014 世界競
争力報告』（World Economic Forum, 2013）を参考にすると，「ベンチャーキャピタルの利用
可能性」では，台湾は世界ランキング 9 位で，東アジア諸国では，香港（1位），シンガポ
ール（6 位），マレーシア（7位）に次いで高い位置にある（日本と米国は，各々，39位と
3 位）。また「国内株式市場からの資金調達の容易さ」でも 3 位で，東アジア諸国では香港




研究機関である「財団法人工業技術研究院」（Industrial Technology Research Institute：ITRI）
の果たした役割については既に少なからぬ研究がある（例えば，成清, 2003; 小中山・陳, 
2003; Saxenian, 2004; Chang, 2005; 河, 2005; Shih, Wang and Wei, 2007; 朝元, 2007a, 2007b; 
                                                   
1
 例えば，2012 年の世界の IPO 件数 837 件のうち，アジア太平洋地域が 57％，北米が 19％
を占め，世界の IPO に伴う資金調達額 1,286 億米ドルのうちアジア太平洋地域が 45％，北
米が 34％を占めている（Ernst & Young, 2014）。 
2











と ITRIに加え，ベンチャー企業への創業資金供給メカニズムとしての VC 業の振興が，い





1990 年代に入ると民間からの VC 業への参入も活発化し，とりわけ 1990 年代後半は，成
長期にあった半導体・IT 等のハイテク産業へ各界から掻き集めた遊休資金を集中投下して











の第 1章・第 2 章），ベンチャー企業を支える「エコシステム」の重要アクターとして取り








の支援ニーズを探っている。さらに VC の 1 つのタイプであるコーポレート・ベンチャー・
キャピタル（CVC：Corporate Venture Capital）を取り上げ，オープン・イノベーション重
視のトレンドを踏まえ，大手企業が外部技術と起業家精神を取り込む手段として注目した
業績も増えている（例えば，長谷川, 2008; 前田, 2011; 湯川・西尾, 2011; 樺澤, 2011; 浦木, 
2011; 松本, 2011; 小澤・氏家, 2011）。なお，やや古いが日本 VC 業についてのまとまった
解説としては，神座（2005）がある。 










の創出に成功した。即ち，1993 年に掲げられた Yozma プログラムの大きな特徴は，ベン
チャー企業への直接的な投資は，全額政府出資ファンドおよび評価の確立された国内外の
民間投資家の投資をプールしたドロップダウン・ファンドを通して行うファンド・オブ・




みは，実は世界中で数多くみられる。ベンチャー政策研究の大家 J. Lerner は，『壊れた夢
たちの大通り』（Boulevard of Broken Dreams）（Lerner, 2009）でベンチャー政策の失敗例を
分析し，以下のような教訓を提示している（同書, Ch.9）。 
・ 「素材のないところに無理に作るな」（“Remember that entrepreneurial activity does 
not exist in a vacuum.”） 
・ 「地域の学術・科学・研究の基盤を活用せよ」（ “Leverage the local academic scientific 
and research base.”） 
・ 「グローバルスタンダードに準拠することの必要性を重視せよ」（“Respect the need 
for conformity to global standards.”） 
・ 「民間活力（市場）を活用せよ」（“Let the market provide direction.”） 
・ 「制度を過度に精密に設計するな」（“Resist the temptation to overengineer.”） 
・ 「政策の効果が出るまで時間がかかることを理解せよ」（“Recognize the long lead 
times associated with public venture initiatives.”） 
・ 「適切な規模で実施せよ」（“Avoid initiatives that are too large or too small.”） 
・ 「グローバルな相互連携の重要性を理解せよ」（“Understand the importance of global 
interconnection.”） 
・ 「注意深い評価システムを導入せよ」（ “Institutionalize careful evaluations of 
initiatives.”） 
・ 「創造性と柔軟性が重要である」（ “Realize that programs need creativity and 
flexibility.”） 
・ 「エージェンシー問題に備えよ」（“Recognize that ‘agency problems’ are universal and 
take steps to minimize their danger.”） 
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（2013）やみずほ情報総研株式会社（2011 の 2-2-6 節）があるが，これらは調査報告書的




ストの投資行動について解説した Pandey and Jang（1996）もあるが，前者は政府の政策と
政策実施機構の概説にとどまり，後者は 1990 年代前半までのごく初期の状況を描いている
に過ぎない。中国語文献では，陳東升（2008, 5章）や中華民國創業投資商業同業公会（2004）
と同（各年版）があり，前 2 者は 1990 年代までの比較的初期の状況については参考になり，
後者は基本的な統計データを提示しており非常に有益である。本章では，こうした既存文
献に加え筆者自身による台湾での VC 業界関係者と専門研究者との面談から得られた情報
を活用し，台湾 VC 業の発展経緯と現状について詳しく解説しつつ，VC 業の発展を左右
する要因，とりわけ政府の役割について検討する。 
以下，第 2 節では，台湾 VC 業の発展概況を日・米との国際比較により解説する。第 3
節では，台湾における VC 業の歴史的発展経緯を，VC 業推進に関する政策と統計データ
の解説を通してみていく。第 4 節では，台湾 VC 業の活動実績を資金調達状況，投資対象
（産業別，地域分布，企業の発展ステージ別），および産業発展への貢献の順で分析する。
第 5 節は，最近の動向（エンジェルとシードアクセラレーターの発展）について解説し，





評価してみたい。先ず表 1 は，台・日・米の VC 投資額，投資案件数，平均投資額，投資
額の対 GDP 比率を整理したものである。年による変動はあるが，国の規模を反映し，投資
額においては，台湾は日本と米国に比べ 1～2桁数値が小さい。しかし，平均投資額で見る














 次に，VC の投資対象業種についてみてみたい。表 2 は，日・米・台に加え中国のデー
タも参考のため掲載してある。国ごとに産業分類が違うので正確な比較はできないが，大
まかには，日米では「IT 関連」や「ソフトウェア」「IT サービス」のような広義の IT 産業
（おそらくはインターネット活用型のビジネスが多く含まれると思われる）の比重が大き
く，より後発の中国でも「インターネット」と「IT」が目立っている。これに対して，台














台湾 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
投資額（億米ドル） 3.38 4.84 6.28 4.33 3.68 4.35 2.22 1.96
投資案件数（件） 513 905 974 620 533 633 277 185
平均投資額（億米ドル） 0.007 0.005 0.006 0.007 0.007 0.007 0.008 0.011
投資額の対GDP比率（％） 0.092 0.129 0.160 0.108 0.097 0.101 0.048 0.041
日本 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
投資額（億米ドル） 21.28 23.99 16.42 13.22 9.35 12.90 15.54 12.86
投資案件数（件） 2,834 2,774 2,579 1,294 991 915 1,017 824
平均投資額（億米ドル） 0.008 0.009 0.006 0.010 0.009 0.014 0.015 0.016
投資額の対GDP比率（％） 0.047 0.055 0.038 0.027 0.019 0.023 0.026 0.022
米国 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
投資額（億米ドル） 236.1 276.2 318.7 299.3 203.8 233.2 295.0 266.5
投資案件数（件） 3,300 3,887 4,213 4,165 3,139 3,626 3,946 3,723
平均投資額（億米ドル） 0.072 0.071 0.076 0.072 0.065 0.064 0.075 0.072
投資額の対GDP比率（％） 0.180 0.199 0.220 0.203 0.141 0.156 0.190 0.164
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表 2 日米中台 VC 投資主要対象業種別比率（金額ベース。単位：％） 
 
出所）中華民國創業投資商業同業公会（各年版）の 2012 年版，VEC（2014），NVCA（2013），Chinaventure






本節では，台湾における VC 業の歴史的発展経緯を，VC 業推進に関する政策の解説と



















                                                   
3
 以下の説明は，「創新工業技術移転股份有限公司」（ITIC）での面談（2014 年 8 月 29日






60 12 18 10 － 100
ソフトウェア バイオ 工業・エネルギー 医療機器 ITサービス 計
31 15 11 9 8 74
インターネット 電信 IT エネルギー・鉱業 製造業 計
30 18 10 9 9 76
光電子 バイオ・製薬 半導体 電子 医療・介護 計


























                                                   
4
 2011 年当時，実際に営業している「創投公司」（ファンド）が 195 社，「創投管理公司」
が 103 社ある。195 のファンドのうち，「創投管理公司」に業務委託しているものが 155 社
（79.5％），自社で管理しているものが 38 社（19.5％），他の「創投公司」へ業務委託して
いるものが 2 社（1.0％）である（中華民國創業投資商業同業公会, 各年版の 2012 年版, p.41, 
p.51）。 
5
 台湾の VC ファンドは一般に規模が大きくないため，1 つのファンドだけでは十分な投資
額にならず，幾つかが連携して投資することもあるとの発言を聞いた（「徳宏資本事業群」










































指向型工業化政策が採られ経済成長の軌道に乗った。1970 年代には 2 度の石油危機に翻弄
されながらも，政府による「十大建設」プロジェクト推進により，鉄道，飛行場，港湾，
電力等のインフラ建設に加え，石油化学，鉄鋼，造船といった重厚長大型産業の振興と中







台湾における VC 業界の起源は，1982 年に行政院（内閣に相当）の李國鼎政務委員らが
米国シリコンバレー等を視察し，ハイテク産業勃興の背景として VC の重要性を指摘した
ことに遡る（発展史は，表 3 参照）。政府による検討の結果，1983 年に「創業投資事業管
理規則」と「創業投資事業推動方案」が制定され，翌 1984 年 11月に VC 第 1 号である「宏
大創業投資公司」（宏碁電脳〔エイサーコンピュータ〕と大陸工程の合弁）が設立された。 
業界発展支援のため，VC ファンドへの投資に対する株主税額控除の優遇を付与するこ
とが定められたが，6 当初は民間からの VC への理解と関心が低く資金調達が困難であっ
た。そのため，政府系の「交通銀行」や「行政院国家発展基金」（National Development Fund：
NDF）が出資する「ベンチャーキャピタル・シード基金」（「創投種子基金」）が主要な投資
者となって VC 業の発展が促進された。7 1985 年以降，2 次にわたりシード基金が設立さ
れ，合計 24 億元（台湾元，以下同じ）が 12社の VC ファンドに投資され，さらにその VC
ファンドから 500 社以上の科学技術系事業へ投資が行われた。 
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1985～1990 年 「行政院国家発展基金」と「交通銀行」が 8 億元を調達し，第 1 期 VC シード基金を設




























出所）頼（2010）pp.16-18，および中華民國創業投資商業同業公会（各年版）の 2012 年版 pp.253-260 よ
り作成 
 
こうした活動は，しばしば海外の VC との連携の下に行われていた。合弁による VC フ
ァンド設立では，「漢通創投公司」（1986 年設立，米国 H&Q の出資），「国際創投公司」（1987
年設立，米国 Walden の出資），「和通創投公司」（1987 年設立，日本 NIF の出資） などが
初期の成果としてあげられる。こうした国際協力を通して，先進国の経験と VC の管理手
法，最新の科学技術情報を吸収し，合わせて海外企業を台湾に誘致することも狙いであっ
た（以上，業界初期状況については，中華民国創業投資商業同業公会, 2004 を参考にした）。 
70 
 










さらに既存 VC からの派生もみられる（「中欧創投」，「漢茂創投」，「大通創投」）。 
 
表 4 初期の台湾 VC ファンド（創投公司）の代表例 
設立年 ファンド（創投公司）名 背景 
1984 宏大 宏碁電脳（エイサーコンピュータ）と大陸工程の合弁。 
1985  中華 国民党党営事業・中華開発公司の主導で設立。 
1986 漢通 米国 H&Q を招致し，NDF や交通銀行，中美基金のような政府系
機関と統一や遠東紡織等の民間企業グループの出資により設立。 








 永豊餘 民間企業の永豊餘グループにより設立。 
 世群 民間企業の誠洲電子（コンピュータ関連）により設立。 
1989 中欧 既存VCからの派生（中華創投を管理する開発科技により設立）。 
 漢茂 既存VCからの派生（漢通創投を管理する漢鼎により設立）。 




出所）陳東升（2008）第 5 章，および中華民国創業投資商業同業公会（2004）に基づき筆者作成 
 
これに続く時期（1990～1996 年）の特徴としては，伝統的製造業に属する企業グループ









に貢献するという効果も観察された（以上，陳東升, 2008 の第 5章を参考にした）。 
 1992 年には，VC 業の発展が一定程度に達したのを背景に「台北創業投資商業同業公会」
が設立され，政府との集団的交渉窓口となるとともに民間による業界の自主管理へとシフ
トしていった。その後，VC の立地が台北地区から他地域にも拡大する趨勢を受け，1999




業投資商業同業公会, 各年版の 2012 年版, p.167, pp.253-260）。 
・ 保険会社－1994 年。投資対象 VC 事業の資本額の 5％が上限，後に 25％へ拡大。 
・ 商業銀行－1996 年。投資対象 VC 事業の資本額の 5％が上限。 
・ 工業銀行－1998 年。VC 事業の資本額の 100％まで可。 
・ 證券会社－2000 年。投資対象 VC 事業の資本額の 10％が上限，後に 100％へ拡大。 




計データを見ながら VC 業の発展経緯を解説していきたい。8 1984 年から 1995 年までは，
VC ファンドの新規設立は毎年 1～7 社で，1995 年当時，VC ファンドの総数（実際営業フ
ァンド数）は 34 社であった。以上を台湾の VC 業界の黎明期とすると，1996 年から 2000
年までは成長期にあたる。すなわち，新設ファンド数も 1996 年に 14 社，1997 年に 28 社，
1998 年に 38 社，1999 年に 46 社，2000 年に 32社と急増している。このため 2000 年当時，
VC ファンドの総数は 170 社に上った（図 2）。 
1990 年代後半は，世界的にも情報機器，電子，半導体，光電子，インターネット，通信
等の科学技術系産業の成長期であり，台湾の VC業は，1996年から 2000年までに合計 5,926
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（交流協会, 2003, pp.3-4）。 
 




2001 年以降は，新設 VC ファンド数や投資金額，投資案件数も，年により増減があるも
のの，1990 年代後半と比べるとピークを過ぎた感があり，同業界は成熟期に入ったと考え
られる（図 2 と図 3）。とりわけ 2001 年の急激な落ち込みは，IT バブルの崩壊に加え，上




主による VC 事業への投資意欲が大幅に削がれることとなった（交流協会, 2003, pp.5-6; 中
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しては，1990 年代後半は，法人企業と個人が合わせて 6～7割を占めていたが，2000 年以
降は機関投資家の比率が 3割を超え 2010 年には 5 割以上に達した。これは上述のように規
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 「国聯創業投資管理公司」（SAGA UNITEK VENTURES。2013 年 9月 27 日訪問），「徳宏
資本事業群」（Globaltec Capital。2013 年 9 月 26 日訪問），「創新工業技術移転股份有限公司」
（ITIC。2009 年 9 月 28 日と 2014 年 8 月 29日訪問）および「台湾経済研究院」（TIER。2014














































5.7 6.9 2.2 9.2 1.9 21.1 38.4 14.5 

















政府機関 金融持株会社 銀行 保険会社 證券会社 投資会社 法人企業 個人 その他
制緩和が徐々に進んだ結果である。政府機関の比率はそれほど高くなく，2000 年以降やや




図 4 台湾 VC ファンド株主構成比率（1996-2011 年。単位：％） 
出所）中華民國創業投資商業同業公会（各年版）の 2005 年版 p.52，および 2012 年版 p.54 より作成 
 
2011 年における株主の地域分布では，国内法人が 82.28％と最大で，これに国内個人
14.50％を加えると，国内が 96.78％に達する。この他，国外法人が 3.18％，国外個人が 0.04％
で海外からの合計は 3.22％である。また 1996 年以降のデータをみる限り，何れの年も国
内法人・国内個人合計が 9 割を超えている（中華民国創業投資商業同業公会, 各年版の 2003
年版, p.31，および同 2012 年版の p.53）。一貫して海外からの投資が少ないことが分かるが，
この理由として，国際的な投資家から見ると（中国等と比べて）台湾は大型企業が少なく，
台湾の VC も小規模なものが多いため投資先として魅力に乏しいことが指摘される。 
 なお，2000 年代以降，とりわけ近年は投資金額の減少傾向が見てとれるが（前出図 3），
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 「創新工業技術移転股份有限公司」での面談（2014 年 8月 29 日実施）によれば，年金


















上は，蘇, 2013 に基づく）。 
 
4.2 投資対象（産業別） 
次に投資対象についてみる。産業部門別では，2011 年までの累積投資額（2,705.2 億元） 
に占める各部門の割合は，半導体 17.4％，光電子 15.6％，電子 14.1％，情報処理 10.9％，
通信 10.1％が 1割以上で，これら 5部門合計で全体の 68.1％を占める。近年4年間（2008-2011
年）の数値では，光電子 25.4％，半導体 12.7％，電子 12.4％は 1割以上を維持し，通信 6.2％
と情報処理 2.5％は比率が落ちているが，これら 5 部門合計で全体の 59.2％と依然かなり
の比率を占めている。代わって伸びてきたのがバイオ・製薬 11.8％で，加えてまだ比率は
小さいがグリーンエネルギー・環境保全 4.7％，医療・介護 2.9％，ソフトウェア 1.5％が
今後伸びると期待される。さらにはサービス 0.9％，文化創意 0.8％，インターネット 0.5％，














図 5 台湾 VC 投資額の産業別シェア：累積投資額と近年 4 年間（2008-2011 年）の投資額
（単位：％） 
 
出所））中華民國創業投資商業同業公会（各年版）の 2012 年版 p.84 と p.86 に基づき筆者作成 
 




通信と光電子の比率が増加したが，通信は 2002 年を境に急降下し（2009 年に一時的に急
増），光電子は上下に大きく変動しながらも最大投資先となっている。電子は，概ね 10％
前後で比較的安定的に推移し，バイオは 2000 年代の半ば以降存在感を増している。 
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 バイオ・製薬産業はフェーズ 1，フェーズ 2，フェーズ 3…と研究開発が進んでいき，何
れか 1つのフェーズで躓くと株価が激減する恐れがある。最近台湾であった例として，「基
亞生物科技」のケースが注目される。同社は，早期肝臓癌の新薬を開発しており，新薬研







4.1 1.8 1.2 1.1 
0.5 0.2 0.1 0.0 0.0 
16.6 


























図 6 台湾 VC の投資対象主要産業別比率（金額ベース）の変遷（単位：％） 
注）バイオの数値は，2003 年までは「生物科技」，2004 年以降は「生物科技與製薬」の産業名で表示され
ており厳密には内容が少し異なる可能性がある。 
















                                                                                                                                                     
が流され，株価がその 4 分の 1 ほどにまで急落した（2014 年 7～8 月）。この一件は，バイ
オ業界に衝撃を与えた。 
13





75.0％，国外が 25.0％である（中華民国創業投資商業同業公会, 各年版の 2012 年版, p.103）。
投資対象地域のより詳しい内訳について紹介すると，2000 年から 2011 年までの比率は図 7

























                                                                                                                                                     
のベンチャーキャピタリストの見解を参考にした。 
14






 以上の本段落の記述は，「徳宏資本事業群」（2013 年 9 月 26日訪問），および「創新工業
技術移転股份有限公司」（2014 年 8月 29 日訪問）との面談からの情報に基づく。 
79 
 
図 7 台湾 VC 投資先地域分布（金額ベース。単位：％） 
 






（Mezzanine）ステージ 24.7％，ターンアラウンド（Turnaround）ステージ 0.8％である （中
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 EPS は「当期利益÷期末の発行済み株式数」で計算される。例えば，EPS の平均値では，
1994～2000 年までは 1.33 元から 2.06 元の間で推移していたが，2001～2011 年では 2007
年の 1.08 元を例外として 1元未満で推移している（中華民国創業投資商業同業公会, 各年
版の 2012 年版, p.121）。 
62.7 19.5 5.3 5.2 0.4 6.9 













国内 アジア 米国（Silicon Valley ） 米国（その他） 欧州 その他
80 
 
図 8 台湾 VC の投資対象企業の発展ステージ別比率（投資額ベース。単位：％） 
 















画」。2001 年策定，2003 年と 2007 年に修正）により VC ファンドへの出資を行っている。
同計画では，NDFが 300 億元，民間が 700 億元出資し，計 1,000 億元を投資総額とする。




会, 各年版の 2012 年版, p.195; 中小企業基盤整備機構, 2013, p.20）。17 なお，NDFによる資
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 加えて，NDFは中小企業處が管理する「中小企業投資強化 100 億元計画」（「加強投資中



























 台湾 VC による初期ステージへの投資の少なさは，他国との比較からもいえることであ









表 5 台・日・米の VC 投資対象企業の発展ステージ別割合（金額ベース。単位：％） 
 










小企業處, 2013, p.235）。 
18
 「徳宏資本事業群」での面談より（2013 年 9 月 26 日実施）。 
台湾 2008 2009 2010 2011
シード 1.4 1.1 2.3 2.3
スタートアップ 14.9 8.2 9.0 11.9
エクスパンション 54.0 63.6 59.2 58.7
メザニン 29.0 26.7 28.8 27.0
ターンアラウンド 0.7 0.4 0.7 0.1
日本 2008 2009 2010 2011
シード 14.9 5.0 4.4 15.7
アーリー 31.0 31.8 28.1 28.6
エクスパンション 22.2 29.1 34.1 20.4
レーター 32.0 34.1 33.1 35.3
米国 2008 2009 2010 2011
シード 6.4 9.2 7.1 3.6
アーリー 19.2 24.1 25.2 29.8
エクスパンション 36.3 33.5 37.3 33.3
レーター 38.2 33.3 30.4 33.3
82 
 
年末時点で，台湾の VC の累積投資案件数は 1 万 4,516 件，投資企業数では数千社以上，
累積投資金額は 2,705.2 億元である（中華民国創業投資商業同業公会, 各年版の 2012 年版, 
pp.93-94）。上場・店頭公開（上市・上櫃）企業に限ると，2011 年末時点までの累積上場・
店頭公開企業数は 1,406 社で，うち VC から投資を受けた企業の数は 533 社，全体の 37.9％
である。2011 年単年のデータでは，上場・店頭公開企業 94 社，うち VC からの投資を受
けた企業は 33 社で，全体の 35.1％に上る。なお，2003 年から 2011 年まででは，同比率は
31.0％から 61.4％の間で推移し，平均 43.0％である（中華民国創業投資商業同業公会, 各
年版の 2012 年版, p.130）。 
また VC による台湾の産業発展への貢献度を測る 1 つの方法として以下のような見方が
ある。即ち，2011 年末時点で上場している企業 1,406 社のうち VC から投資を受け入れた
ことのあるものは 533 社，この 533 社の 2011 年の売上高合計は 12 兆 4,262 億元で，これ
は同年台湾の国民総生産額 13 兆 6,743 億元の 90.9％を占める（中華民国創業投資商業同業
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 ただし，VC が台湾の新興産業立ち上げに果たした役割は，それほど大きくないとの見












おり，Kickstarter（2009 年設立）が著名である。台湾では 2012 年頃から，weReport，Zeczec，
flyingV，We-project 等のクラウドファンディングのプラットフォームとなる民間団体が登
場し始めた。2013 年 8 月には台湾の店頭市場を運営する GTSM の下にクラウドファンデ
ィングの仕組みが導入され（「創意集資資訊揭露專區」），台湾最大の民間プラットフォーム
である flyingV と協力協定が締結された（台湾證券櫃檯買賣中心の HP 参照，http://www. 
gretai.org.tw/ch/index.php 2014 年 3 月 5 日検索）。 
このように台湾では，ベンチャー・小企業は，条件の緩い非公開市場から始まって，順
次アップグレーディングして行くルートが整備されており，IPO への敷居が比較的低いと
いわれている。なお表 6 は台湾での IPO 件数の推移である。 
 



















2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 平均
①各年IPO（上市・上櫃）企業数 128 126 70 44 70 50 50 55 94 76
②うちVC投資を受けた企業数 53 39 27 27 42 22 19 33 33 33
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術移転股份有限公司」での面談（2014 年 8 月 29 日実施）からの情報に基づく。 
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 以上，本段落の記述は，主に「国立台湾大学創新育成センター」および「創新工業技術





























湾版である。2005 年米国で設立された Y. Combinator を嚆矢とするシードアクセラレータ




























卒業後もベンチャー190 社，400 名の創業者から成る AppWorks Network の同窓生となり，
同総生同士で継続的な協力関係を保持できる。これはアジアでは最大規模のアクセラレー
                                                                                                                                                     
創造工作」（2014 年 12 月 22日検索 http://www.bnext.com.tw/article/view/id/31887）による。 
27
 以上本段落の記述は，中小企業處（2013, pp.268-269），および「経済部中小企業處」の
関連分野担当官との面談（2013 年 9 月 26日実施）からの情報に基づく。 
87 
 
ター同窓生ネットワークであるという。AppWorks が管理する 3.2 億元の基金があり，同窓
生企業を対象に，各案件 300 万～3,000 万元の投資がなされ，10～25％の株式を取得する
（以上は，AppWorks の HP より。http://appworks.tw/ 2015 年 1 月 5 日検索）。 
 台湾には，元々，大学等に付属する「中小企業創新育成センター」と呼ばれるインキュ
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 例えば，2002～2011 年の各年における新設 VC ファンド数でその合計資本額を割った平
均値は，9.7，8.0，6.4，11.1，9.2，5.0，12.1，5.3，5.1，2.3（単位は億元）である（中華民












較では，台湾は VC 業の活動が盛んな国とみなされている。実際，1990 年代後半，台湾の
VC 業界は，成長期にあった半導体・IT 等のハイテク産業へ各界から掻き集めた遊休資金
を集中投下してそれを助け，そのことで VC 業界自身も急成長を遂げた。主に民間企業に
よる好循環が確立されたかに見えたが，2000 年代以降は，投資金額・案件数および VC フ
ァンドの新設数も以前のような右肩上がりではなくなった。近年は，投資金額・案件数の
激減，資金調達の困難さ，海外資金の流入の少なさ，初期ステージ企業への投資比率の低
さといった諸問題が表面化している。こうした 1 国（あるいは 1 地域）の VC 業の発展を
左右する要因，とりわけ政府の役割について探究することが本研究の課題であった。なお，






























表 7 台湾 VC 業の発展状況要約 
≪台湾VC業発展の歴史的経緯≫ 
・ 台湾 VC 業は，ハイテク産業支援のため，1980 年代初頭に政府主導で立ち上げられた。政府系金
融機関の出資による「ベンチャーキャピタル・シード基金」が初期の VC 業の発展に寄与した。日米
等海外のVCとの連携も進められた。 









・ VC ファンドへの出資者別比率（2011 年）では，政府（5.7％），機関投資家（41.3％），法人企業
（38.4％），個人（14.5％）。趨勢的には，1990年代後半は法人企業・個人合計で 6～7割，2000年代
以降は機関投資家の比率が増加し 4～5割へ。政府の比率は 1990年代後半の 1～2％以下から，
2000年代に徐々に増加し 4～5％へ。 
・ 出資者地域分布では，1996年以降ずっと国内法人・個人合計が9割超，海外からの投資は限定的。 
・ 2000年代以降，特に近年の投資金額減少傾向の 1つの原因として，株式発行の額面規制（1株 10
元）によりベンチャー企業（特に初期ステージ）への投資意欲が削がれていることがある。 
≪投資対象（産業別）≫ 
・ 2011 年までの累計投資額に占める割合では，半導体，光電子，電子，情報処理，通信の 5 部門合























表 7 台湾 VC 業の発展状況要約（続き） 
≪産業発展への貢献≫ 
・ 2011年末時点で，台湾のVCの累積投資案件数は 1万 4,516件，投資企業数では数千社以上，累
積投資金額は 2,705.2億元。 



























主導で VC 業が立ち上がってから，1990 年代後半に民間資本による好循環が確立するまで
10 年以上かかっている。またベンチャーキャピタリストやエンジェルの人材面でも，1980


















側の VC 業のあり方もこれにより洗練されることが期待される。 
以上に加え，Lerner（2009, pp.188-191）は，政策決定者の間で流布しているが実は避け
るべき政策の1つとして「ベンチャーキャピタルへの投資家に税制上の優遇を与えよ」（“Set 
up immediate tax breaks.”）というものをあげている。しかし台湾では，当初 VC ファンドへ
の投資に対する株主税額控除の優遇を付与し，これが民間資金を呼び寄せることに大きく
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 「国聯創業投資管理公司」（SAGA UNITEK VENTURES。2013 年 9 月 27日訪問），「徳宏
資本事業群」（Globaltec Capital。2013 年 9 月 26 日訪問），「創新工業技術移転股份有限公司」


















課題の 1 つとして，それを支援する VC も，アジア太平洋圏のクロスボーダービジネスに
よるハンズオン支援が出来るグローバル VC に変貌しないと，海外の主要な機関投資家に
よる日本の VC ファンドへの投資を誘引することが出来ないということを指摘している。
これは台湾 VC 業についても該当することで，大手半導体・IT 会社が背後にある事業会社
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朝元照雄（2007b）「台湾の産業高度化と技術のインキュベーター－工業技術研究院の役割
                                                   
31
 日本との連携では，既に実績がある。例えば，台湾の「創新工業技術移転股份有限公司」
（ITIC）と三菱 UFJ キャピタル株式会社（MUCAP）との共同で，2011 年 10月に「ゴー
ルデンアジアファンド」が設立された。これは，日本・台湾間でビジネス連携を志向する
ベンチャー企業への投資が目的である。また，同じく ITIC と三井住友海上キャピタル株式
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いる（Johnson and Regets, 1998; Saxenian, 2002; Saxenian, 2005; Kuznetsov, Yevgeny, 2005）。 
しかし，さまざまな経済・社会的原因で，発展途上国から流出した頭脳の帰国率は概し
て低い。中国からアメリカをはじめとする先進諸国に流出した留学生の帰国率は，1990 年













点・Global Talent Magnet へ成長するポテンシャルを持つ都市である（Florida, 2005；安田, 
2007）｡Global Talent Magnet と言われている都市は，文字通り世界中の高度人材を吸収し






























学も現れ始めた。19 世紀半ばからいままでの約 170 年間に，中国を富強させる方策並び個
人の発展機会を求めるために，中国人の海外留学ブームは 8 回があったが，1970 年代末以
来の留学ブームは，規模としては史上最大級のものである。この 8 回の中国人海外留学ブ
ームの概要は次の通りである（孔，2005；宋，2003；戴, 2012）。 
第 1 回（1847～1855 年）：民間（伝教師）主導の近代中国人海外留学の開始段階。留学先
はアメリカであり，留学生は 3 人しかなかった。「中国の留学生の父」（最初の留米中国人）
として知られた容闳氏はその代表者である1。 




第 3 回（日清戦争後の 1896～1911 年）：日本へ留学の「東渡」ブーム時期。主な留学先は
日本で，留学生規模は１万人前後にも達していた。留学目的は，世界強国に躍進した日本
                                                   















都大学聴講生などを経てフランスへ留学），改革開放後の 20 年間（1978～1997 年）の中国
最高指導者鄧小平（フランス留学），1920 年代半ば～1970 年代半ばまでの中国国民党政府
（南京，重慶，台北）首脳蒋介石（日本の士官学校卒）などである。 






第 6 回（1950 年～60 年代初期）：旧ソ連を始めとする東欧諸国への国費留学生派遣時期。
工学分野の留学生が中心で，規模は約数千人である。代表者は旧ソ連で留学した技術者出
身の元中国国家主席江沢民，元中国総理李鵬である。 
第 7 回（1960 年代半ば～1977 年）：旧ソ連との関係悪化で，東欧以外の発展途上国および
欧米先進諸国への小規模国費留学生派遣時期。語学留学（若手外交官の育成）が主な目的
であったが，「文化大革命」の影響で派遣規模は数百人程度にとどまった。 
第 8 回（1978 年～現在）：「出国留学は支持，帰国は奨励，出入国は自由」（中国語：留学
支持，回国奨励，来去自由）という海外留学に対する中国政府の基本政策2のもとで起きた






                                                   






注目すべきは，前述した 8 回の留学ブームの内，前 7 回では留学生のほとんどが帰国し












大幅に過小報告している。たとえば，A1 欄の 1993 年前の年別出国留学生数データ（各国
への留学生の合計数）は，ほとんどアメリカ一国への年別新規中国人留学生数を下回って
おり（B2 欄を参照），明らかに過小報告である。また，B2 欄のデータと対照してみると，
A1 欄の 1993～2000 年の数値も小さすぎるであろう。このため，2000 年以前の A1 欄のデ
ータをそのまま使うことができない。ただし，2001 年以降は，統計局の統計方法が改善さ
れており，A1 欄のデータは実際の状況を反映していると思われる。 
（2）A2 欄の出国規模データの内，1978 年のデータと 2001 年以降のデータは，A1 欄のデ
ータと同じである。ただし，1979～2000 年のデータは，著者が B 欄のデータ（アメリカへ
の年別新規中国人留学生数）に基づいて推定した。OECD 各国(主要留学先国)における留
学生数に関する歴年の統計によると，2000 年以前は，アメリカへの中国人留学生は，OECD
各国への中国人留学生合計数の約 3 分の１（30%～40%）を占めていた(OECD, 2001；OECD，
2010)。このため，A2 欄の 1979～2000 年の出国規模（各国への合計数）を，アメリカへの




















（出所）『中国統計年鑑』（2011 年版，1992 年版）, IIE(various years)により作成。 
（注）B 欄のデータ（中国からアメリカの高等教育機関への新規留学生数）は信頼性の 
高い IIE の統計に基づいて推計されたものである。 
 
表１の A2 欄（出国留学生数の推定値），C 欄（帰国留学生数）と D 欄（帰国率）を見




A1：中国統計年鑑 A2：著者の推定値 統計に基づく推定値） 中国統計年鑑 出国留学生数（C/A2）
年 (人） (人） (人） (人） （％）
1978 860 860 28 248 28.8
1979 1,777 2,933 978 231 7.9
1980 2,124 5,910 1,970 162 2.7
1981 2,922 6,402 2,134 1,143 17.9
1982 2,326 8,250 2,750 2,116 25.6
1983 2,633 9,468 3,156 2,303 24.3
1984 3,073 10,764 3,588 2,920 27.1
1985 4,888 17,700 5,900 1,424 8.0
1986 4,676 26,538 8,846 1,388 5.2
1987 4,703 27,438 9,146 1,605 5.8
1988 3,786 26,712 8,904 3,000 11.2
1989 3,329 30,474 10,158 1,753 5.8
1990 2,950 26,310 8,770 1,593 6.1
1991 2,900 43,666 14,555 2,069 4.7
1992 6,540 32,320 10,773 3,611 11.2
1993 10,742 30,000 10,000 5,128 17.1
1994 19,071 30,000 10,000 4,230 14.1
1995 20,381 30,000 10,000 5,750 19.2
1996 20,905 32,438 10,813 6,570 20.3
1997 22,410 38,867 12,956 7,130 18.3
1998 17,622 40,304 13,435 7,379 18.3
1999 23,749 40,996 13,665 7,748 18.9
2000 38,989 49,099 16,366 9,121 18.6
2001 83,973 83,973 15,260 12,243 14.6
2002 125,179 125,179 14,188 17,945 14.3
2003 117,307 117,307 9,950 20,152 17.2
2004 114,682 114,682 13,118 24,726 21.6
2005 118,515 118,515 12,564 34,987 29.5
2006 134,000 134,000 17,657 42,000 31.3
2007 144,000 144,000 26,949 44,000 30.6
2008 179,800 179,800 33,333 69,300 38.5
2009 229,300 229,300 49,040 108,300 47.2
2010 284,700 284,700 ‐ 134,800 47.3























































が，表 2 は，この 2 種類の留学生の出国・帰国規模と帰国率を示している。同表から見ら
れるように，公費留学生の場合，海外での平均滞在時間は判明できないが，1978 年～1996
年と 1996 年～2009 年の両期間のいずれにおいても，最終的には帰国を選択した人の比率
が高い。これに対して，私費留学生の帰国率は，公費留学生より明らかに低いが，1978 年
～1996 年の 3％から 1996 年～2009 年の 28％へと大幅に上昇している。近年の中国人留学
生の帰国率の上昇は，主に私費留学生の帰国増加による結果だと思われる。 
 
表 2 公費・私費別留学生の帰国率（1978～2009 年） 
1978～1996年 1996～2009年
出国者(千人） 帰国者(千人） 帰国率（%） 出国者(千人） 帰国者(千人） 帰国率（%）
合計 398                47                  12                  1,370             412                30                 
　　政府派遣（公費） 44                  37                  84                  54                 40                  74                 









Hump」仮説がある（Martin 1993; Cornelius and Martin 1992）。この仮説では，国際人口移動
に対する転出地の経済発展による影響を動態的に捉え，一国の経済発展状況を反映する所
得水準と海外への人口転出規模についての関係を「Immigration Hump」で例えている（戴，























デシュの状況を段階１，1990 年代後半以降のベトナムの状況を段階 2 の初期，1990 年代半









































放以降の 30 数年間に，中国の GDP 規模は年平均 10％の成長率で増大し続けている。2010
年以降，GDP 規模では，中国は日本を超え世界第二の経済大国となった（表 3）。 
 
表 3 中国・インドと主要先進国（G7）の GDP 規模の推移（10 億米ドル，当年価格） 
1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年
カナダ 268.9 355.7 582.7 590.5 724.9 1133.8 1577.0
フランス 690.9 547.6 1248.0 1571.6 1331.9 2138.4 2562.7
ドイツ 826.1 639.7 1547.0 2525.0 1891.9 2771.1 3286.5
イタリア 460.6 437.1 1135.5 1126.6 1100.6 1780.8 2055.1
日本 1071.0 1364.2 3058.0 5264.4 4667.4 4552.2 5458.8
英国 542.5 469.0 1017.8 1157.4 1480.5 2282.9 2250.2
アメリカ 2788.2 4217.5 5800.5 7414.6 9951.5 12623.0 14526.6
中国 202.5 307.0 390.3 727.9 1198.5 2256.9 5878.3
インド 181.4 227.9 323.5 365.0 476.4 808.7 1632.0  
（出所）International Monetary Fund [IMF], 2011, The World Economic Outlook database より。 





かなり大きいと実証されている（Islam, Dai and Sakamoto, 2006; Islam and Dai, 2009）。実際，













表 4 主要先進国（G7）と中国・インドの GDP 成長率の推移（1986-2010 年） 
1986- 1991- 1996- 2001- 2006-
1990 1995 2000 2005 2010 2006 2007 2008 2009 2010
カナダ 2.9 1.7 1.3 0.8 1.2 2.8 2.2 0.7 -2.8 3.2
フランス 3.3 1.2 2.7 1.7 0.7 2.7 2.2 -0.2 -2.6 1.4
ドイツ 3.5 2.0 4.0 3.0 1.3 3.9 3.4 0.8 -5.1 3.6
イタリア 3.1 1.3 2.4 1.4 -0.3 2.0 1.5 -1.3 -5.2 1.3
日本 5.0 1.4 4.4 3.1 0.2 2.0 2.4 -1.2 -6.3 4.0
英国 3.3 1.7 1.4 0.8 0.4 2.8 2.7 -0.1 -4.9 1.4
アメリカ 3.2 2.5 2.5 2.3 0.8 2.7 1.9 -0.3 -3.5 3.0
中国 7.9 12.3 8.5 9.1 11.2 12.7 14.2 9.6 9.2 10.3
インド 5.9 5.0 5.4 4.8 8.5 9.5 10.0 6.2 6.8 10.1
 
（出所）International Monetary Fund [IMF], 2011, The World Economic Outlook database より。 













表 5 中国・インドと主要先進国（G7）の一人当たり GDP（PPP ベース）の推移 
1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年
カナダ 11,115 15,559 19,641 22,810 28,993 35,150 39,171
フランス 9,989 13,548 18,184 21,320 25,978 30,413 33,910
ドイツ 9,928 13,689 18,340 22,038 26,126 30,266 36,081
イタリア 8,998 12,562 17,155 20,582 24,553 27,944 29,480
日本 8,382 12,881 18,861 22,475 25,346 30,315 33,885
英国 8,606 12,313 16,798 20,299 25,749 32,084 35,059
アメリカ 12,249 17,690 23,198 27,827 35,252 42,629 46,860
中国 251 503 797 1,515 2,379 4,102 7,544
インド 419 627 883 1,150 1,534 2,190 3,408
米/中格差 48.8 35.2 29.1 18.4 14.8 10.4 6.2  
（出所）International Monetary Fund [IMF], 2011, The World Economic Outlook database より。 
（注）2010 年のデータは IMF の予測値。 
 
たとえば，中国人の最大留学先国アメリカと中国の一人当たり GDP（PPP＝購買力平価
ベース）の比は，1985 年の 35.2 倍から 2010 年の 6.2 倍へ縮小した（表 5）。特に，上海・



















                                                   























⑦ 2008 年からスタートした，国際水準の研究者・技術者・専門家・経営管理者（55 歳
以下）の帰国（主に長期帰国）を奨励する「千人計画」（管轄機関：中央組織部6）。 
























工系は 3 年間 200 万元以上，人文社会科学系は 3 年間 50 万元以上）が確保されるとともに，
一般教授の基本給与のほか，特別手当（「特聘教授」：毎年 10 万元（2011 年以降は 20 万元）；
「講座教授」：毎月 1 万 5 千元（2011 年以降は毎月 3 万元）が支給される（教育部 2007， 
2011）。さらに，年 1 回の「長江学者成果奨」（毎年 2-5 名，賞金 50～100 万元/人）の受賞
機会もある（中国教育部科技発展中心，2011）。プログラム発足当時（1998 年）の北京・
上海の大学教授の平均年給は 5 万元（1 元は 13～15 円に相当する）未満だったので，「長
江学者」に与える研究条件はもちろん，給与条件や奨励金も別格のものだと言える。 


























表 6 中国政府の帰国学者への主な奨励・優遇プログラム 
プログラム名 開始年 実施状況 奨励対象 主な奨励 /援助内容 受益者人数
管轄機
関






















































































































































































「留学生サービスセンター」によると，1991 年～2005 年の間に，合計 44,565 人の帰国
留学生の学位が認定された。その学歴別・主要留学先別構成は表 6 に示されている。 
 
表 7 帰国留学生の学歴別・主要留学先別構成 
学位レベル 割合(%) 第１位 第2位 第3位 第4位
博士 9 日本 アメリカ ドイツ 不明
修士 72 英国 日本 オーストラリア アメリカ












































表 8 広東省広州市（省都）における帰国留学生の職業分布（2003 年） 
学歴構成 博士学位 修士学位 その他
（％） 17 64 19
専門分野 自然科学 経営・経済学 他の人文・社会科学 その他
（％） 37.6 38.4 12.4 11.6
職業分布 大学・科学研究機関 政府機関 国有企業 外資系・私営企業
（％） 28.8 3.1 9.19 58.9  
（出所）広州市留学生サービス センターの資料より。 
（注）2003 年に広州市における帰国留学生の人数は約 6,000 人である。 
 
 
表 9 上海における帰国留学生の職業分布（2003 年末） 
学歴構成 博士・修士学位 その他
（％） 90 10
職業分布 大学・研究機関・政府機関 外資系企業 留学生ベンチャー企業・民間企業
（％） 64 20 16  
（出所）上海市人事局資料より。  
（注）2003 年末，上海市における帰国留学生の人数は約 50,000 人である。  
 



















表 10 は 2003 年末の地域別帰国留学生の人数と若干の関連指標を示している7。 
 
表 10 中国の地域別帰国留学生の人数（2003 年末） 
（出所）中宣部・人事部・教育部・『中国留学人員回国創業成就展』（北京，2004 年）の配
布資料により整理。 
(注) 表 10 における大学の数は 2004 年のデータ。大学の数以外のデータは 2003 年末の統
計値である；四川省の帰国留学生数は，省都成都市のデータである；沿海地域は下線
付きの省・市・区から構成される。    




出国・帰国留学生（人） 留学生 創業者/ 外資 一人当り地域 地域内 内：教育部
出国者 帰国者 創業者（人） 帰国者　(%) 企業数 総生産（元） 大学数 　　直属大学
華 北京市 110000 40000 5000 12.5 9185 32061 77 22
天津市 ‐ ‐ 345 ‐ 9792 26532 40 2
河北省 ‐ 1500 69 4.6 3454 10513 87 1
山西省 ‐ 3000 100 3.3 760 7435 56 0
北 内ﾓﾝｸﾞﾙ ‐ 1331 26 2.0 923 8975 31 0
東 遼寧省 ‐ ‐ 380 ‐ 13814 14258 71 2
吉林省 ‐ ‐ 210 ‐ 2690 9338 42 2
北 黒竜江 ‐ ‐ 146 ‐ 2243 11615 59 1
華 上海市 ‐ 50000 4580 9.2 24133 46718 58 8
江蘇省 ‐ ‐ 976 ‐ 26925 16809 112 7
浙江省 ‐ 3000 589 19.6 15140 20147 67 1
安徽省 ‐ 3000 206 6.9 2034 6455 81 1
福建省 50000 4000 344 8.6 16884 14979 53 1
江西省 ‐ ‐ 31 ‐ 2939 6678 66 0
東 山東省 40000 4000 448 11.2 17237 13661 97 3
中 河南省 ‐ ‐ 95 ‐ 2403 7570 82 0
湖北省 ‐ ‐ 330 ‐ 4031 9011 85 7
南 湖南省 ‐ 4000 157 3.9 2337 7554 81 2
華 広東省 ‐ 10000 866 8.7 51672 17213 94 2
広西 ‐ 120 ‐ 2311 5969 49 0
南 海南省 ‐ 300 14 4.7 2366 8316 14 0
西 四川省 ‐ 2600 231 8.9 1129 7209 35 2
重慶市 ‐ ‐ 40 ‐ 4162 6418 68 4
貴州省 ‐ ‐ ‐ ‐ 595 3603 34 0
雲南省 ‐ ‐ 64 ‐ 1666 5662 43 0
チベット ‐ ‐ ‐ ‐ 107 6871 4 0
西 陜西省 ‐ ‐ 390 ‐ 3179 6480 62 5
甘粛省 ‐ 1000 54 5.4 607 5022 31 1
青海省 ‐ ‐ ‐ ‐ 147 7277 11 0
寧夏 ‐ ‐ 11 ‐ 481 6691 13 0
北 新彊 3000 1800 20 1.1 342 9700 28 0


















































































増加したと見られる。2011 年 10 月まで，「千人計画」プログラムで帰国した研究者・技術








2013 年 11 月までのこの 5 回の選考では，10000 人近くの海外在住の博士学歴を持つ若手研
究者からの応募があったが，推薦と複数回の審査（書類審査と面接）を経て，1132 人の入
選が中央組織部所管の「海外ハイレベル人材受入プログラム事務局」（中国語：海外高層次



















                                                   
8 最終採用者の数は、入選者数より少ない。例えば、1 回目の 152 人の入選者の個人情報
が「千人計画」のホームページや中国教育網（CERNET）で公示された後、2011 年 11





















949 234 237 153 118 125 82 
構成
（%） 
100.0  24.7  25.0  16.1  12.4  13.2  8.6  
（出所）中央組織部＜千人計画＞（http://www.1000plan.org/）の公表データより作成。 
（注）第 4 回の専攻分野に関する資料は入手していない。 
 


















集中的である。東部沿海 11 省の内，中国の一流大学と言われている 39 の「985
大学」9の中でも上位の大学が集積している首都圏（北京・天津・河北）と上海圏
（上海・江蘇・浙江）は，729 人を受け入れており，全国の入選者 1132 人の 64.4%
















人と 28 人の「青年千人計画」入選者を受け入れている。 






                                                   
9
 「985 大学」とは，「985 工程」における指定大学である。中国政府の「21 世紀教育振興






























































入選者の同比率は 7.5 割程度にとどまっている。 
⑤沿海地域内および内陸地域内においても，「青年千人計画」入選者の地域分布がかなり集
中的である。東部沿海 11 省の内，首都圏（北京・天津・河北）と上海圏（上海・江蘇・浙






























第 1 節で述べたように，Florida (2005)は，世界中の専門人材を集めている都市を，｢Global 
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